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今回の夏季セミナーは、「コロナ危機
とは私たちにとって一体何だったのか」
という問いに対する答えを探したいと
いう点から出発した。感染拡大当初、
日本は感染者数を低く抑え込み、感染
症対策の優等生と見なされていた。そ

れを日本独自の何らかの理由「ファクターX」とする議論も
あったが、そこには、医療従事者の献身や国民による自粛
協力、エッセンシャルワーカーの存在があった。一方で、
周回遅れと言われるデジタル化の問題が顕在化した。Go To
事業やワクチン接種を巡る混乱も頻発した。累計で約245兆
円、実にGDPの44％に相当する予算を使って経済対策を打っ
たものの、今年以降の経済見通しは他のG7諸国と比較して
緩慢な回復であり、満足できない状況にとどまっている。

今議論すべきことは、第一に、当面続く「ウィズコロナ」

という環境にどう適応するかという点だ。少しでも活力を
取り戻し、さらに成長するためにどのような政策が必要か、
それが実際にどう結果を生み出すかについて、しっかりと
想像力を働かせ、検証していかなくてはならない。

もう一つは、より長い時間軸で社会のあり方をとらえる
ことだ。「両利き経営（Ambidexterity Management）」とい
う言葉があるが、私たち経営者は、常に「両利き」を求めら
れ、そのために努力をしてきた。既存事業をしっかり深掘
りして利益につなげるだけでなく、環境変化の可能性を踏
まえて、将来につながる新分野を開拓し、投資をしてい
く。現在、この「両利き」の姿勢が最も求められるのは政治
に他ならない。短期・中長期の両面でどのような選択肢が
示されるのか、どこに対立軸があり、何が争点なのか、注
意深く見守っていきたい。同時に、われわれ経営者は「両
利きのプロ」として、政治に先んじて発信をしていきたい。
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コロナ危機を通して表出した課題は多数あるが、第一は
政府の司令塔機能が不明確だということ。総理連絡会議の
設置などにより総理大臣の主導体制は敷かれたものの、中
核組織の厚生労働省に危機に即した執行力がなかった。中
央省庁には自らの権限を守り、自分の庭先しか見ないとい
う姿勢がある。

第二は、改革先送りのツケだ。リーマン・ショック時に
定額給付金が給付された際も必要とする人を選別すること

新型コロナウイルス感染症は５～６年、または10年とい
う時間軸で付き合わなくてはならない問題で、その間経済
社会をどう回していくかが当面の重要課題だ。

医療体制の拡充と緊急事態宣言の発令は、短期的には効
果があるように見えるものの、３～５年単位で見ると、累
積死者数に大きく影響しない一方、経済的損失が大きい。
それに対し、長期的に致死率を決定づける要因はワクチン
接種率であり、経済社会活動を抑制することの意味は限定

ができなかったが、今回もそれが繰り返された。また地方
の責任や財源に関する議論が不十分で、地方が実際に権限
を行使できる状況も整っていなかった。国は地方分権と言
いながら根本的な権限を手放したくないし、地方も責任を
とりたくない。平時からできていないことが、有事にでき
るはずがない。

三つめの問題は、危機脱却後に向けた経済構造改革だ。
危機の発生直後は短期的な需要創出策が必要だが、危機は
市場構造などの経済構造を変えるので、併せて、中長期視
点で労働市場改革、規制改革、成長戦略など、供給側を強
くする前向きな改革に取り組むことが必要だ。

今回の危機に学んで、医療制度の根本からの見直し、所
得情報のリアルな把握と給付の一体化、デジタル化に対応
した規制改革などに今度こそ取り組むべきだ。

的と言える。
感染症による直接的な死者は高齢者が多いのに対し、経

済的な困窮・自殺など間接的な要因による死者は若年層が
多い。経済社会活動の制限に伴う経済苦・自殺者増、医療
逼
ひっぱく

迫と一般医療の制約に伴う死者、医療拡充という三つの
ポイントについて、人命を基準としてそれぞれの追加的損
失がバランスするよう、対策の度合いを定めるべきだ。

感染爆発期の対応として早期・強力な人流抑制は必要だ
が、ワクチン接種率のさらなる向上が重要である。その際、

「本人任せ」とせず、ワクチン接種が法的に国民の努力義務
として定められていることを周知していくべきである。出
勤や登校に際して、接種証明の提示を条件にすることは違
法ではないし、オンラインなど代替手段があれば差別的で
もないと考える。

司 会 ●秋池 玲子 
副代表幹事／国家ガバナンスPT 委員長

第１ セッション

コロナ危機により顕在化した課題と
将来への教訓
第１セッションでは、新型コロナウイルス感染症対応を通じて得られた教訓
を、社会の強

きょうじん
靭性・持続可能性を高めるため、今後どのように活かしていくか、

について話し合った。

累積死者数、致死率を決定づける
要因はワクチン接種率
接種努力義務を周知していくべき

危機時の司令塔機能が不明確
改革先送りのツケも深刻で
危機脱却後に向けた構造改革も課題

大田 弘子 
政策研究大学院大学
特別教授

小林 慶一郎 
アドバイザリー・グループ.メンバー
慶應義塾大学経済学部.教授／東京財団政策研究所.研究主幹

問題問題提起提起①

問題問題提起提起②
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日本は、危機に際して規模ありきの財政出動をして当座
をしのぎ、その結果、財政規律が損なわれる、ということ
を繰り返してきた。一度広げた「風呂敷」を畳めず、リーマ
ン・ショックの際に導入された中小企業支援が恒久措置に
なるなど、非常時の財政支出が事実上恒久化され、膨張に
歯止めがかからない。

デジタル化により事業の優先順位は変化する。また、新
型コロナウイルス感染症を受け、医療資源への配分も優先
順位が変わる。順位が低い事業は縮減や支出の先送りなど

ワイズ・スペンディングの発想が必要だが、これがうまく
機能していない。将来の生産性向上につながる投資として
の「良い借金」ではなく、現在世代の受益を目的とする消費
としての「悪い借金」の比重が高まっているのではないか。
日本の財政政策は質より量、需要喚起に偏っているが、供
給者側への働き掛けに舵を切る必要がある。

財政規律を回復するためには、非常事の財布（特別会計）
と平時の財布を分けるべきだ。EUは、コロナ危機からの復
興パッケージについて、基金創設と償還財源（炭素国境調整
メカニズム、デジタル課税の導入、排出権取引制度の改正
など）をセットで検討した。コロナ危機後の財政を考える上
では消費増税の議論から逃れることはできない。税率の引
き上げを前提とし、社会保障費の抑制や経済成長の度合い
に応じて、引き上げ幅や時期の見直しなどを行うべきだ。

国力を指標にDX化の最大活用で
全体最適に近づける

日本は、縦割り社会が維持されてお
り全体最適解を創りにくい組織体制で
ある。全体最適のソリューションを創
り上げるためには、視座の高い共通軸

（あるいは共通指標）が必要であり、適
しているのは「国力」を高めるというこ
とである。すなわち、「日本の価値創造
力を高める」ためには？と問いながら、
全体最適解の目標を創ることと、その
目標に対して利用者側のコンセンサス
を取るプロセスが必要だ。【遠藤.信博】

踏み込んだ対策が取れない原因は

平成の政治改革では、首相の権限や
内閣機能の強化が徹底して図られてき
たにもかかわらず、ワクチン接種にも、
医療改革にも、踏み込んだ対応ができ
ないのはなぜか。厚生労働省固有の問
題か、何かボトルネックがあるのか。

　　　　　　　　　　【玉塚.元一】

持続可能な財政構造実現に向け
説得力ある議論を

持続可能な財政とはどういうものか、
説得力ある数字を示して議論できるよ

う、経済同友会独自の分析を進めてい
る。その作業を専門家に委ねるため、
独立財政機関の設立を引き続き呼び掛
けていきたい。現状、基礎的財政収支
の黒字化は2050年までを展望しても相
当難しい。表裏一体の問題として、赤
字拡大の最大の要因は社会保障、中で
も医療保険である。　　【神津.多可思】

アジャイルな社会・文化の構築を

先の見通せない時代においては、社
会をどうアジャイル化していくかが重
要だ。そのため、一つはデジタル庁を
活用し、データに基づいて政策の効果
検証を行う機能を確立し、ワイズ・ス
ペンディングを実現すること。行政の
DX化が進めば、データに基づく効果検
証のスピードが上がり、コストも低下
する。もう一つは、失敗と方向転換を
重ねながら正しい方向に進むことだ。
失敗を許容し、チャレンジ不足を叱責
するアジャイルな文化を創っていくこ
とが重要である。　　　　【髙島.宏平】

想定される危機への備えとして
処方箋・チェックリストを共有

起きることが想定でき、処方箋もあ
る程度明らかであった危機に対して、

処方箋やチェックリストが共有できな
いまま、今に至ってしまった。デジタ
ル活用についても、以前から提言して
きたものの、平時にはなかなか事が進
まなかった。今後の危機に備えるため、
対応のチェックリストの作成、企業へ
の展開が必要だ。　　　　【間下.直晃】

人材の流動性不足に原因も

政府の司令塔機能が働かないという
が、企業に照らしてみると、社長が陣
頭指揮を取って人が動かないというの
は考えにくい。省庁の場合は、人事権
と一枚岩になれない体質、特に省庁間
で人材の流動性が低く、一つの組織で
上の役職に上がっていくことを良しと
する風土が原因ではないか。【石村.和彦】

第三者の目を用いて
予算の検証・編成を行うべき

国の予算を見ると、一度予算化した

危機時に規模ありきの財政出動
財政規律を取り戻すため
消費増税の議論は避けられない

佐藤 主光 
一橋大学大学院経済学研究科
教授

会場との意見交換（抜粋要旨）

意見交換

問題問題提起提起③
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ものに対する検証が弱く、硬直化して
しまう傾向にある。感染症対策などの
補正予算も含め、予算の執行状況と有
効性について第三者の目も用いて検証
した上で、次年度の予算編成を行うべ
き。また経済成長のための投資などを
見極める上でも、特別会計の設置を考
える必要がある。　　　【栗原.美津枝】

接種者の行動制限緩和は
踏み込んだ議論が必要

先行きは誰にも分からないので、国
民もある程度の混乱は許容すべきだ。
一方、ワクチン接種は、実施方針をも
う少し早く設定できたはずだ。例えば、
マイナンバーとの連携により、予約か
ら接種証明まで一気通貫の仕組みを構
築することもできたのではないか。現
状は、接種後のあり方についてよく議
論されないまま接種者数のみを追って
いる印象がある。ワクチン接種者の感
染実態などのデータ、ファクトが必要
だ。接種者を対象に行動制限を緩和す
ることは不公平なのか、何が公平なの
かなどについて、踏み込んだ議論が重
要である。　　　　　　【伊達.美和子】

消費税増税の意義、国民に説明を

新型コロナウイルスと長いスパンで
付き合っていかなくてはならない中、
これまで以上に長い先を見据えた経営
の舵取りが必要と痛感した。財政の今
後を考えると消費増税もやむを得ない
が、増税の意義、使途や効果について、
国民への丁寧な説明が必要である。

【秋田.正紀】

ワクチン接種率の高さに鑑み
すぐにでも行動制限の緩和を

日本はワクチン接種率が高まってき
ており、行動制限の緩和をすぐに実施
してもよいと思う。米国政権の感染症
対策トップ、アンソニー・ファウチ博
士のように、日本でも政策決定におい
てサイエンスの立場に立った助言が必
要で、その仕組み作りが急務だと思う。

また、医師に対し政府として何らかの
指示が出せるような法制度も必要では
ないか。　　　　　　　　【新浪.剛史】

同質性の高い
官僚組織の見直しが必要

政府がDXやアジャイルな社会づく
りを主導すべきときに、行政組織はい
まだに同質的である。官僚も、所属す
る省庁から外に出ることなくキャリア
を重ねているため、新しい課題への対
応力が失われているのではないか。官
僚の採用・人事制度を見直さないと、
行政が抵抗勢力となり物事が進まない。

　　　　　【林.礼子】

適切な情報開示を前提に
国民が自ら判断する方向への転換を

ワクチンや薬の有効性は、特に今の
ような段階で断言できるものではない。
この機に、国民に対して適切な情報を
全て開示した上で、国民がそれぞれ判
断する、というふうに社会風潮を変え
ていきたい。「お上」が決めたことは
100％安全で、それに従えばよいという
ものではない。　　　　　　【鈴木.純】

国民との対話が政府の役割

国民が共感、納得できるようなコミュ
ニケーションが重要ではないか。優先
順位を付けた予算執行や増税について
も、政府に自ら範を示す姿勢がなけれ
ば国民の納得は得られない。理性的に
組み立てた議論を基に、国民といかに
対話をしていくかが政府の重要な役割
である。　　　　　　　　【岩井.睦雄】

申請主義の見直しが大きな課題

デジタル化には行政による申請主義
が大きな課題となっている。国民が複
雑な申請を行い、チェックや認可を経
てやっとサービスを受けられる、とい
う仕組みをそのままデジタル化するの
ではなく、申請プロセスを無くすかシ
ンプル化することがアジャイル化のポ
イント。　　　　　　　　　【東.和浩】

先手を打てない現状を打破すべき

さまざまなデータ、情報があるにも
かかわらず、想像力を働かせて先手を
打つことができない、問題が顕在化す
るまで手が打てない現状をどう打破し
ていくかを議論する必要がある。

【市川.晃】
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第２ セッション

構造改革の推進やイノベーションの方針を示すのは国だ
が、足元でのイノベーション創出は民間企業の役割である。
コロナ禍で、イノベーションの機会は増大したと言える。
社会の「不」が一気に表出したときに、ビジネスが受け止め
られるかが重要だ。

世界的には、遠隔での医療、教育、働き方の普及が進ん
でいる。米国ではオンライン診療やオンライン教育（初等

日本政府の課題は、検証と改革ができないことだ。政策
全体のグランドデザインができず、危機対応の視点が統治
機構に欠落している。ほぼ毎年のように国政選挙が行われ、
人気取り重視で改革が進まない構造になっていることが背
景にあるのではないか。

日本はいまだに眠れる獅子である。このまま終わるわけ
にはいかず、新しい国のかたちとして、日本らしさである
“誰ひとり取り残されない共助・共生の仕組み”を活かすこと
が重要で、これはまさに政府の役割であると考える。

では、企業はどうするべきか。バブル期以降、企業は政

教育）が一気に進み、日本との差が大きく開いた。直接比較
できないが、テレワークは緊急事態宣言により日本でも急
増したものの、今は元に戻りつつある。コロナ禍を契機に
変革が加速する米国と、何もかもが遅い日本との間で、差
がつき過ぎている。

企業経営者自身が、自社の眼前の業績ではなく産業の変
革に向き合っているか、という観点が重要だ。マインド
セットの中で産業の変革のプライオリティを高くしている
か、インパクトのあることに時間を費やしているか、勝ち
にいける産業に特化しているか、あるいは取締役会でこう
したアジェンダをしっかりと議論しているのか、結果とし
て将来価値を表す時価総額はどうなのか、といったことを
あらためて自問自答したい。

府にお願いする立場になり、モノ言う立場になっていない。
バブル期以前は拒否権を持ち、規制改革を推進する立ち位
置であった。バブルがはじけた環境下で致し方なかった面
もあるが、立ち位置の見直しが必要である。企業は、政府
に介入させず、構造改革にモノを言う立ち位置が望ましい。
そのために企業価値を向上させる必要がある。三方良しは
大変良いアイデアであるが、日本企業はあまりにも儲から
なさ過ぎである。日本企業はもっと貪欲に儲けるべきだ。
SDGsを単なる社会的責任ではなく、Value Creation（価値
創造）につなげ、売り上げを高めるための戦略だと認識すべ
きである。「アニマルスピリッツ」の復活が重要だ。そのため
には、例えば、従業員が自ら勉強し、人生の節目である45
歳くらいまでに会社に頼らない選択もできる仕組みを作る
ことや、経営層への外部人材の積極登用などが、従来モデ
ルからの脱却として考えられる。

企業はモノ言う立ち位置を取り戻し
SDGsを価値創造につなげ
貪欲に儲けを追求すべき

変革が加速する米国と
何もかもが遅過ぎる日本
企業経営者は今一度自問自答を

峰岸 真澄 
副代表幹事
成長戦略評価・実行委員会.委員長

新浪 剛史 
副代表幹事
新しい経済社会委員会.委員長

問題問題提起提起①

問題問題提起提起②

司 会 ●遠藤 信博 
副代表幹事／2020年度企業経営委員会 委員長

第２セッションでは、コロナ禍によって顕在化した社会課題や今後解決が迫
られる重要課題について、価値創造の担い手である企業の視点から、どう捉え、
対処すべきかについて話し合った。

経済社会の変革と
企業の役割

特集　2021年度（第36回） 経済同友会 夏季セミナー
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われわれは、地震や洪水のような大規模災害には今まで
対応してこられた。しかし、今回のコロナ禍のように世界
中の全員が同時に当事者となる危機に直面したとき、これ
に対応する社会の仕組みが貧弱であった。個人の善意や個
別企業、個別機関に頼るしかなく、社会全体として危機に
対応する仕組みがないことが露呈した。また、気候変動や
テクノロジーの進化は想定以上に加速し、他国は日本以上
に進んでしまった。特に、ITの観点ではその差は以前にも
増して開いてきたと危惧している。

その要因の１点目は、多様性の欠如と人材市場の硬直化
だ。経営層は、同質な人たちが持つ無意識な同調意識の中
で過去の成功体験に基づいた判断になりがちで、最終的に
は変革が起こせず、足元の改善にとどまってしまっている。

２点目は、ITエンジニアの社会的・企業内地位の低さとビ
ジネス理解の乏しさだ。IT部門を重要なポジションとし、採
用と処遇の改善を行った企業は、間違いなくDXが加速でき
ている。変革を加速させる一つの鍵であることは間違いない。

３点目は危機管理や変革に対する意識だ。日本は危機管
理を投資と考えず、コストとして対応しがちである。米国
ではセキュリティは投資であり、予算をかけて確実なシス
テムを作る。また、日本は性善説を前提に物事を考えがち
だが、米国は性悪説をベースにプロセスやシステムを構築
していくことが極めて多く、この差により仕組みやルール
が大きく変わってくる。

変革の結果として人材が多様化する
外を見て自社経営に活かすべき

自社は経営トップ層の半分ほどが社
外から来ている。変革の結果として人
材が多様化するのであって、多様化す
るから会社が変革するのではない。企
業価値向上に向け、成長する事業ポー
トフォリオの方向性をボードメンバー
が長期にわたりディスカッションし、実
践した結果、変革に結び付いた。外を
知ることは、自社の経営の参考になる
はずだ。社長就任中は他社の取締役に
就かないという不文律があるが、2020
年代の経営は別物。経済同友会が流れ
をつくれればいいと思う。【小柴.満信】

強い者が組み流動性を生み出す

GAFAと同じ分野で戦っても勝ち目
はなく、日本の強みを活かして勝つべ

きだ。例えば、「強い企業」と「強い研究
機関」とか、「強い製造業」と「強いソフ
トウエア」が組む。社外を含めて「強
い者」同士で組むことで、優れた人材
の流動性を高め、日本を ｢強い企業｣が
生まれる環境にしないといけない。そ
のためには、ボトムアップの小さなコ
ラボレーションではなく、トップダウ
ンで大きな連携を取っていくことが大
事である。　　　　　　　【石村.和彦】

失敗を繰り返してこそ組織は学ぶ

“会社が社員を使う”会社から“社員が
会社を上手に使い倒す”会社にしたい
と思っている。働き方の選択肢を広げ
ることで会社そのものの柔軟性も出て
くる。コロナは「非常識を常識化する
機会」だと実感している。「やってみて、
失敗して」を繰り返してこそ組織は学
ぶものだ。コロナがそれを後押しして
いると思っている。　　　【山下.良則】

企業が変革を推進するには
取締役会の覚悟が必要だ

経済社会の変革の中で企業の役割は
大きい。企業でそうした変革を推進す
るためには、取締役が変革のドライビ
ングフォースになることが欠かせない。

執行側と被執行側が一枚岩になって変
革する覚悟が取締役会には必要だ。

　　　　【林.信秀】

コロナ禍が考えを変える契機に

なぜ働き方改革をしないといけない
か。それは、日本企業にとって必要な
変革を支えるための人材をつくってい
くためではないだろうか。人材に関す
る考え方はコロナ禍によって大きく変
わる可能性がある。今が大切なタイミ
ングだ。　　　　　　　　【田代.桂子】

全てグローバルに合わせるべきか

日本的経営の限界が来ていると言わ
れ、「多様性を活かそう」「日本的なもの
を捨てていかざるを得ない」という風
潮がある。日本的なものは一切残さず、
欧米式になっていいものだろうかとい
う問題意識を持っている。日本的なも
のを全て捨ててグローバルスタンダード
に合わせるべきなのか、残すべき日本
的なものは何かを、社内でも議論して
いる。　　　　　　　　　【岩井.睦雄】

大企業とスタートアップによる
現場レベルでの人材交流を

日本のスタートアップ企業は、ゼロ

社会全体として危機に対応できる仕組みが欠如
多様性の無さとIT部門の地位の低さ
危機管理の意識不足が要因

山口 明夫 
企業経営委員会
委員長

会場との意見交換（抜粋要旨）

意見交換

問題問題提起提起③
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から１を生み出すことはできるし、１
を10にすることもできる。しかし、そ
れを100や1,000にすることが難しい。
イノベーションの発想も覚悟もあるの
だが、規模の大きなビジネスを行う実
力が不足している。大企業の規模感を
体験したことのある人材が現場に欠落
している。大企業とスタートアップ企
業は別の島のようで、人材交流がない。
経済同友会をハブにして、もっと現場
の社員レベルで交流する会があると、
もう少し日本のスタートアップ企業も
社会変革に寄与できると思う。

　　　　　【髙島.宏平】

新陳代謝と流動化の仕組みを作り
異文化・異質への耐性を

同質化した人が同じ成功体験を共有
しているとイノベーションは生まれな
い。大企業からベンチャーへ移動した
り、他の企業で経験して元の会社に戻っ
たりといった、新陳代謝や流動化の仕
組みを企業が連携して作っていくこと
が必要だ。同じ会社の中でも意図的に
シャッフルするなど、異文化や異質な
環境への耐性をつくらないと、50歳代
で（別の会社へ）出ようとしても困って
しまう。50歳代以上でも元気な人は多
いし、彼らが起業できるような環境が
ないと社会保障も持続しない。　　　

【玉塚.元一】

経営者は
イノベーションを起こす覚悟を

日本の企業経営はぬるいと感じるこ
とがある。既存のビジネスにおいて、
責任と権限の委譲が進まなければ、イ
ノベーションも起きない。組織を根本
から変え、若い人に権限を委譲し、集
合知をドライブしてアジャイル型でイ
ノベーションを加速的に生み出す。企

業が自らの生きざまを大きく転換しな
ければ日本の未来はない。労働環境を
守るための労働法制こそが、中長期的
には労働環境の崩壊を促す可能性があ
り、経済が壊れてからでは遅い。経営
改革で企業業績が伸びれば、社会保障
の充実を通じて雇用問題を補うことが
可能だと思う。経済同友会は声高にホ
ワイトカラーの労働法制の改革を唱え
るべきである。　　　　　【寺田.航平】

経済社会構造の変化で
労働市場に需給の不一致が起きる

2050年のカーボンニュートラルに向
けて、日本の経済社会構造に大変革が
起きる。AIやDXが進展するだろうし、
SDGsも相まって、労働市場における需
要と供給のミスマッチが必然的に起き
ていく。このミスマッチをどうクリア
するかが難しいところだ。最も恐いの
は、優秀な人材が海外に流出するこ
と。それを防ぐためにもミスマッチを
防ぐ担保、セーフティネットが必要だ。

【平子.裕志】

子どもや若年層へ十分なケアを

コロナ禍で子どもや若年層が特に影
響を受けている。アフターコロナでは、
学生や子どものケアを十分に考える必
要がある。社会の ｢不｣を捉えて、既得
権益を超えた新しい世界をつくる価値

観を養うためには、子どものころから
の教育が特に重要である。【竹増.貞信】

産業の新陳代謝には大企業の力が必要

産業の新陳代謝に向けて、スタート
アップのビジネスをスケール化するた
めには、大企業の力が必要だ。上場だ
けが出口ではない。大企業がスタート
アップをM&Aするのも一案で、新しい
産業の育成にもつながる。【間下.直晃】

労働市場の流動化を促す再教育に
企業がどう貢献できるか検討

労働市場の流動性を高めるには再教
育も必要だが、企業が福利厚生的な側
面で取り組んできたものも見直す必要
がある。能力開発などを企業が提供し
なければ、労働市場の流動性が向上し
ないのではないか。新しい公共サービ
スの担い手として民間も含めた社会が
重要な役割を持つことが認識されるこ
とで、民間企業が貪欲に稼げる社会基
盤ができるのではないか。  【梶川.融】

いかに民主主義や資本主義を守り、
強い資本市場をつくるか

意思決定におけるリーダーシップ、
特に政府や官僚に課題があるという意
見が多かった印象だが、私が考えるの
は、民主主義と資本主義が大きな危機
を迎えているのではないかということ
だ。新型コロナウイルス感染症の流行
を強権的に早期に抑え込んだ中国モデ
ルと対比したときに、日米欧の民主主
義や資本主義の何を守り、何を変える
べきか考えていきたい。  【新芝.宏之】
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マルチステークホルダーの参画に
支えられた社会へ
Corporate Japanとは、政府と企業、国民が日本のあり方・

将来像について共通目標を定め、その実現に向け各自が役
割を果たす関係性であり、マルチステークホルダーの参画
に支えられた社会モデルを意味する。その発想は、高度成
長期に示された、いわゆる「日本株式会社」とはまったく異
なる。現在の延長線上に将来はない。そのため、かつての
ように政府が進むべき方向性を決め、民間をリードしてい
く、いわゆる「夫唱婦随モデル」は成り立たない。これか
らは、生活者のニーズや社会課題を知り尽くした企業・民
間セクターが、社会をどう変えていくかを示し、その実践
知に基づいて国が進むべき方向性を決めるような関係性、
民間企業・国民がリードするための仕組みが必要となる。

背景に「米中対立」「コロナ危機」
「抜け出せない低成長」
そう考える背景には、第一に、米中対立の先鋭化がある。

世界では経済、技術、安全保障などさまざまな分野が絡み
合い、覇権争いがエスカレートしている。この複雑な時代
に、企業・政府いずれかの力だけでグローバルパワーに伍
していくことは不可能だ。また、グローバル資本主義が行
き詰まる中、全てのステークホルダーの利益に立脚した資
本主義への転換が大きな課題となっている。国家と企業、
それぞれが経済社会の発展のために果たすべき役割、互い

の関係性が見直されようとしている。
第二の背景は、コロナ危機のような想定外の危機は、政

府の力だけでは克服できないという現実だ。今回の危機対
応においても、多くの企業が、感染拡大の封じ込めなどに
尽力した。一方で、例えばワクチン接種について、ロジス
ティクスや現場を機能させるには、民間の発想やノウハウ
をもっと広範に役立てられたのではないか。

第三に、政府主導では日本が低成長から脱することはで
きないと考えるからだ。過去30年間で、米国の名目GDPは
3.5倍、英独仏は２倍強、中国は37倍に拡大したが、日本は
1.6倍にとどまっている。数々の「成長戦略」が提案され、実
行に移されてきたものの、目標未達であることは明らかだ。
それにもかかわらず、その原因について十分な検証がなさ
れないまま、次々と新しいプランが増えていく。そもそ
も、成長戦略の作り方自体に課題があるのではないか。計
画を作る「頭」と「現場」が乖

かい

離
り

している現状を是正し、プラ
ンニングと実行のつなぎ直しをすることが、Corporate 
Japanの大きな目的である。

政府・企業・個人が
果たすべき役割について問題提起

Corporate Japanとは、現在の停滞と、将来の転落の危機
からの巻き返しを図るため、今、日本が目指すべき社会モ
デルである。国のビジョン、そのビジョンを体現するため、
国として備えておくべき要件、望ましい方向に向けて物事
を決定し、社会を動かしていくためのメカニズム――とい
う三つの要素から成り立つ。今日は、メカニズム、日本の
将来を左右するような重要課題に関する決定の仕組みやプ
ロセス、そこで政府・企業・個人が果たすべき役割につい
て問題提起をしたい。

国の方向性や将来にかかわる重要な決定には、マルチス
テークホルダーによる参画と議論が欠かせない。それには

第３ セッション

Corporate Japan実現に向けた
政府・企業・個人の役割
櫻田謙悟代表幹事は、2021年度代表幹事所見において、「政府と企業が共通の目的
の下で、それぞれの役割を担い、日本の存続と国としての価値向上に取り組む
“Corporate Japan”の確立」を表明した。
第３セッションでは、そのコンセプトや日本の重要課題に関する意思決定にかかわる
政府・企業・個人の役割について、櫻田代表幹事が問題提起を行い、意見交換した。

Corporate Japanの
実現に向けたメカニズム

櫻田 謙悟 
代表幹事

問題問題提起提起①
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はっきりとした論点、「あれか、これか」という選択肢、メ
リットとデメリットの両面を分かりやすくオープンに提示
する必要がある。そして、提示された選択肢を巡って、さ
まざまなステークホルダーが、立場や利害の違いを認め合
いながら議論をする。それによって、社会全体として何を
目指すのか、そのために何を選ぶのかが共有される。国を

代表し、国としての意思決定・執行に責任を持つ「政府」、
さまざまな現場・実践知を持ち、両利きの経営が求められ
る「企業」、そして、社会のあらゆる組織を構成し、社員・顧
客・生活者・親など、多面的な役割を担う「個人（＝生活者）」
という三者を軸に、日本ならではのマルチステークホルダー
資本主義を実現させたい。

参議院改革により大胆な提案・改革を

強力なリーダーシップの究極のかた
ちは中国モデルだが、日本はそれを選
択することはできない。平成の政治改
革は政治的なリーダーシップの強化を
図り、一定の成果はあったが、リーダー
の能力面で課題も浮き彫りになった。
二大政党制などを通じてリーダーを交
代させていくメカニズムが必要だ。実
際には、選挙に際しても選択肢が示さ
れず、健全な意見の分断がない状態だ。
参議院を改革し、衆議院の権力闘争か
ら離れたところで、大胆な提案・改革
ができるようにする必要がある。

　　　　　　　　【新芝.宏之】

民主主義の壁、主権者教育が重要

菅総理大臣は、昨年末の時点で医療
供給体制を中心とする問題の所在を極
めて的確に認識していたが、民主主義
の壁に阻まれて、政策を実現できなかっ
た。日本の民主主義は、国民が闘って
勝ち取ったものではない。わが国の主
権者教育や、マスコミの報道姿勢には、
大きな改善の余地があると考える。

　　　【熊谷.亮丸】

エンゲージメントの観点が必要

企業経営において社員のエンゲージ
メントが重視されているのと同様に、
政府、企業、個人という三つのステー
クホルダーの関係においても、国が国
民を信頼し、国民が国を信頼するよう
なエンゲージメントが必要だ。国は、個
別の目標だけでなく、ビジョンや最終
的な国の目標を示すべきだ。「SDGsに

かかわる課題をイノベーションで解決
し続ける国」といった、より長期的な
ビジョンも必要だと思う。【石村.和彦】

Corporate Japanを考えるには
世界・地球という視点も必要

日本には、国内のみに収まらず、む
しろ海外での売り上げの方が大きいグ
ローバル企業も数多くある。創業は日
本だが世界への貢献を目指すという企
業は多い。Corporate Japanについては、
考える枠を世界・地球に置き換える必
要があるかもしれない。　【山下.良則】

政官の情報伝達力の改善を

正しく情報を伝えること、正しいデー
タを示すこと、適切なデータを使うこ
とは非常に難しい。また、議論の前提
となるファクトの捉え方が異なると、
エネルギーの無駄が多くなる。どう情
報を伝えていくかは、企業の場合はリー
ダーの発信力次第だが、政・官は発信
力が弱い。本当に支援が必要な人にま
で情報が届かないのはなぜかを考え、
改善することが必要だ　　  【日色.保】

日本を豊かに、国民を幸せに

Corporate Japanは、日本が豊かにな
るためのものであると同時に、先が見え

ないVUCAの時代において、国民の幸
せを追求するためのものと理解した。コ
ロナ禍であっても将来への希望さえ持っ
ていれば自殺者が増えなかったのでは
ないかと考えると、課題の相関関係も
含めた具体的なCorporate Japan像を示
すことが鍵になると思う。【平子.裕志】

足元と長期を同時に議論し決定する

課題・論点を明確化し、選択をする
のはその通りと思うが、今のあり方の
下で二大政党制的な仕組みができるの
だろうか。企業は潰れることもあるし、
社員が逃げ出すこともできるが、国の
場合はそうはいかない。足元の問題と
長期の課題を同時に議論し、決定する
ための仕組みを提言しなければならな
い。　　　　　　　　　　　【鈴木.純】

社会課題にかかわるデータの
見える化が鍵

企業の役割は「優しきアニマル」な
のだろう。社会課題の解決に寄与しつ
つ、貪欲に成長すること、社会課題の
解決自体を成長のエンジンにしていく
ことが必要だ。そのためには、社会課
題に関連するデータの見える化が鍵と
なる。政府はEBPMを推進し、政策を
決定することができるようになるし、

会場との意見交換（抜粋要旨）

意見交換
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企業もエビデンスに基づいてイノベー
ションを起こしていけるようになる。

【髙島.宏平】

個別最適ではなく
課題間の連携・トータルな解決

日本には、全ての人が合意できるよ
うな社会課題が残っておらず、そこに
難しさがあるのではないか。ファクト
に基づいた分析を得ながら議論をして
いくことが必要だ。また、課題ごとの
個別最適ではなく、課題間の連携も視
野に入れ、トータルな解決を目指すこ
とが重要だ。.　　　　　　【秋池.玲子】

2050年脱炭素の実現を
Corporate Japanの一例に

2050年脱炭素という目標に向けて、
意思決定とコミュニケーション、その
ための発信が問われている。この分野
を、Corporate Japanで実現する一つの
場と位置付け、成功例を作っていきた
い。環境・エネルギー分野は民間部門、
国民が実現の鍵だが、実際はさまざま
に課題を克服していかなければならな
い。皆で考え、皆で選択する積み重ね
が大事であり、そのため、国民はファ
クトやデータを必要とする。これを示
すのは国や企業の責任である。 

【栗原.美津枝】

まずは既存の制度を見直すべき

毎年、新しい成長戦略や規制緩和が
議論になるが、それよりもまず、雇用
制度など既存の制度の見直しを求めた
い。副業・兼業の話はするが、本丸で
ある労働法制そのものの問題が俎

そ

上
じょう

に
上らないのはなぜなのか。新政権には、

デジタル庁発足を機に、行政プロセス
のリエンジニアリングに取り組んでほ
しい。中でも、思い切って選挙のデジ
タル化を推進するくらいのことをしな
ければ、世の中は変わらない。

【伊達.美和子】

国が集中すべきは最低限の
ルールやプラットフォーム作り

企業が社会への貢献を中心に据えて
競争し、成長をしていくことで、社会
そのものも変わっていく。国は頼るべ
き存在であるが、あまり期待してはい
けないとの思いもある。国に最低限の
ルールやプラットフォーム作りに集中
してもらった方が、結果としてゴール
への到達が早いのではないか。

【林.礼子】

変えられないという諦めがないか

日本に活気がないのは、「変えられな
い」という諦めがあるからではないか。
企業にとっては従業員のエンゲージメ
ントが極めて大切なもの。国際比較で
見ると、日本の従業員の忠誠心は高い
一方、エンゲージメントは先進国で最
低水準にある。これが国になるとさら
に問題が助長されていると思う。

【田代.桂子】

Corporate Japanの
実装化に向けたアクションを

欧州では、カーボンニュートラルの

実現に多額の国の資金がつぎ込まれて
おり、政府が民間と一緒になって、
ローコストな再生可能エネルギーによ
る電力を提供し始めている。長期的か
つ広い視野に立てば、SDGs、中でもカー
ボンニュートラルが、Corporate Japan
の共通目標に適しているのではないか。

【和賀.昌之】

Common Happinessを目標に

資本主義のあり方が大きく変わりつ
つある。欧米中共に、持続可能性や格
差・不平等に対する手当てが必要と、
大きな政府を志向するようになってき
たが、本来、民間がやるべきこと、で
きることがたくさんある。中国が「共
同富裕（Common Prosperity）」という
目標を打ち出した。日本はCommon 
Happinessを掲げてはどうか。現状、
日本でもそこから取り残されている人
が多過ぎる。日本企業はグローバルを
目指す中にあっても、根無し草になっ
てはならない。日本企業としての理念
があるからこそ、世界に出て行く価値
がある。また、SDGsの一環として、社
員の育成に責任を持つというコミット
メントを強化し、国際的にもアピール
していくべきだ。　　　　【新浪.剛史】

生産性向上の鍵はテクノロジー

労働生産性に依存する企業に将来は
ない。テクノロジーの力を活かして、
どう資本生産性の壁を乗り越えていく
かが重要な課題だ。ムーアの法則は10
年で約30倍の性能向上だが、量子ビッ
トは10年で2,024倍もの性能向上が見
込まれる。生産性向上の鍵はテクノロ
ジーであり、ビットの生産性である。
これをしっかりと企業戦略に取り込む
ことが日本の競争力向上にもつながる。

【小柴.満信】
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首相が備えるべき最大の資質は「両利き」の視点

現在の課題解決と将来の目標達成を同時に追求する両利
きの視点は、首相が備えるべき最大の資質である。同時に、
専門家の知見を聞きながらも最後に決断するのはトップの
役割である以上、専門家を活用する意識を持ち、オーバー
ライドしても決断する気構えが重要である。さまざまな分
野の知見を踏まえた決断とは、マルチステークホルダーの
中での意思決定である。｢不易流行｣には、日本らしさを大事
にしながらも決めるべきは決める覚悟を、｢嫌われる勇気｣に
は、現状維持は敗北への道という自覚を持ってほしいとい
う意図を込めた。コミュニケーション力は、自分の言葉で
語ることが大事だという視点から挙げた。　　【櫻田.謙悟】

危機時の政策決定のあり方を冷静に議論すべき

今後もパンデミックや大災害の頻発が懸念される以上、
これまでのように都度、体制や方針を整えていくのでは限
界がある。決断できない政治が批判されるが、極論すれば
自由民主主義体制よりも権威主義・専制主義の方がよいと
いう議論になりかねない。格差拡大やパンデミックなどで
社会不安が広がると、往々にして極端な結論に陥ってしま
う。今から、危機時における政策決定のあり方を冷静に議
論すべきであり、経済同友会としても検討を深めていく必
要がある。　　　　　　　　　　　　　　　　　【林.信秀】

内政と外交の世界的課題の両利きが重要。解決に貢献する外交を期待

国際社会における日本のポジションを維持するためには、
内政と外交の両利きが重要となってくる。これがなければ、
将来的に日本は苦しい立場に陥ってしまう。SDGsなど、世
界的課題の解決に貢献する積極的な外交を、次期政権にも
期待したい。　　　　　　　　　　　　　　  【岩井.睦雄】

価値観の変化を見据えて、文化・芸術政策の継続を

文化というものが後回しにされてしまう傾向がある。コ
ロナ禍で個人の幸福や生活といった価値観に大きな変化が
起きている上、産業界でも、資本主義が行き詰まる中で、新
しい付加価値の追求が求められるようになってきた。心の
豊かさを実現するため、文化・芸術の力を活用する姿勢を
新政権にも求めたい。　　　　　　　　　　 .【山口.栄一】

実現可能性を備えた議論を行う上で時間軸は必須

国民との信頼関係を構築するためにも、早い段階で将来
ビジョンを示すことをお願いしたい。重要課題に関する対立
軸を明確にする際、ポイントは両利きの経営を体現する時間
軸である。原発を長期的に廃止するとしても、即座には難
しいなど、実現可能性を備えた議論を行う上で時間軸は必
須である。もう一つの視点は世界との差別化である。電気自
動車の国際競争に参入するのか、ハイブリッド車などの一
層の革新によって実質的な環境性能で優位に立つのかなど、
日本が勝てるパターンを考えていくべきだ。　【石村.和彦】

司 会 ●岡野 貞彦 
常務理事・事務局長

特別 セッション

これからの政治に何を望むか
〜自由民主党総裁選挙に向けた論点
特別セッションでは、夏季セミナー開催１週間後の９月17日告示・29日投開票で
行われる自由民主党総裁選挙をテーマとした。総裁選候補者に対し、リーダーが備え
るべきもの、対立軸・争点の明確化を求める政策課題を例示し、意見交換を行った。

新総裁・新総理
に望む

これからの政治的リーダーが備えるべきもの
司令塔機能、全体最適、意思決定、結果の創出など、
リーダーとして当然のミッションに加えて、

●「両利き」の視点　　●「多様な声・知見」を活用する力
●「不易流行」の実践　●「嫌われる勇気」と改革マインド
●「コミュニケーション」

対立軸・争点の明確化を求める
政策課題（案）
●新型コロナウイルス感染症対策
●緊急事態・有事対応　
●経済・財政
●環境・エネルギー　　
●成長戦略
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安定的な成長を実現するには供給サイドの改革が必須

過去30年にわたり、経済政策は金融・財政両面からの総
需要の喚起が基本的な視点だった。しかし、安定的な成長
を実現するには供給サイドの改革が必須であり、次期総理
には、どういう経済構造を目指すのかを示してもらいたい。
また、財政健全化に関する世論は、「過去に定めた目標の堅
持」対「規律自体の放棄・無視」といった両極端になってい
る。最適解はその中間にあり、中長期的には規律を確保し
つつも、短期的には柔軟に対応する姿勢が求められる。現
在の超金融緩和が成長分野の掘り起こしにつながっている
かなど、多様な視点からの検討が必要であることを次期総
理には認識していただきたい。　　　　　　【神津.多可思】

短期的な党利党略ではなく、
長期的な国益追求の視点から選出を期待

自由民主党という組織のガバナンスが問われている。実
質的に内閣総理大臣を決定する選挙である以上、総選挙の
顔を誰にするかといった短期的な党利党略で選ぶべきでは
ない。長期的な国益追求や、国民にとって望ましい安定し
た政権運営の実現という視点から選出してもらいたい。

【髙島.宏平】

「世界の中の日本」という文脈の中で全体最適の追求を！

全体最適解をいろいろな領域で創造する上で、価値観を
含めた「世界の中での日本」を理解・意識して、全体最適
化を追求することが必要だ。民主主義の下での政治は、目
の前の課題に集中しがちで、短期的なソリューションに注
力する。一方、全体最適解で目指すべきは、人間社会の持
続性のための長期ビジョンに基づいたソリューションとす
べきで、「国力」＝日本の価値創造力を高めるという、大き
な目標を共通軸とすべきだ。このためには、世界の中の日
本をしっかりと理解し、国力
を高める方向感を創ることが
必須である。

DX化とは、ハードウエア
ディシジョンの世界から、ソ
フトウエアディシジョンの世
界への移行であり、世界はこ
の変化を取り入れた全体最適
ソリューションを創り上げよ

うと努力している。特にこのディシジョ
ンの変化は、価値を提供する物理イン
ターフェース、その価値を創り上げる
アーキテクチャーを全て変更すること、
すなわちあらゆる価値創造領域で、新

たな標準化、ルール作りが起きることを意味する。欧米は、
この新たな標準化、ルール作りに積極的であり、日本も積
極的にリーダーシップを発揮してそこに参加すべきである。
さもなくば、フォロワーとして薄い価値創りでの活動が強
いられる。

もう一つ、国力としての価値創造力を高める上では、教
育のあり方を、教える教育に「育てる教育」の仕組みを積極
的に加えていくべきだ。教育は、早く動くことが重要で20
年経てば必ず結果が出る領域でもあり、次期総理には強い
意識を持って取り組んでいただきたいと思う。【遠藤.信博】

第三臨調を設置し、国家10年の計を定めて取り組め

近年の予定調和的な政策決定過程を見るにつけ、イノベー
ティブな政策を立案する能力が失われていると痛感してい
る。民間企業が参画して政策を議論する必要があり、第三
臨調を設置し、羅針盤となる国家10年の計を作り上げるべ
きだ。その上で、羅針盤に沿って、有事対応、医療・教育・
介護、社会保障、金融政策、産業政策の要であるR&Dとテ
クノロジーなどの課題に一つずつ取り組んでいく。10年の
展望の下に各分野の改革を実施していくプランニングを次
期総理に求める。　　　　　　　　　　　　　【新浪.剛史】

デジタル化のグランドデザインを描くことが
次期政権の重要課題

デジタル庁が設置されて、デジタル化が完了したわけで
はない。官民に共通する無駄の削減や生産性向上に向けて、
どういうグランドデザインを描くかが問われている。デジ
タル化のビジョンや解決すべき課題の整理が次期政権の重
要課題になると思う。また、経済成長のエンジンは人材だ。
人材の流動化や教育、労働法制など、さまざまな課題が山
積している。経済同友会としても、成長戦略の中に人材を
位置付け、議論を深める必要がある。　　　　【玉塚.元一】

WhatよりもHow、いかに実行するかを問いたい

最後に、櫻田代表幹事より「皆さんの議論を伺って“What”よりも“How”が重要であ
り、いかに実行するかが問われているという認識が全員に共通していることを確認で
きた。夏季セミナーアピールや今後の意見発信に盛り込んでいきたい」と発言があった。
これを受けて『夏季セミナーアピール』として「自由民主党総裁選挙に向けて問うべき
五つの論点」を発表。決断と実行を求めたい重要政策課題として、感染症対策、財政・
社会保障、環境・エネルギー、成長戦略、外交・国家安全保障の５点を発表した。
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第４ セッション

司 会 ●市川 晃 
副代表幹事

コロナ後を見据えたさまざまな課題に対応する上で、企業・経営者が担う責任
と、経営者の団体である経済同友会に求められるミッションについて、アドバ
イザリー・グループ、オープン・フォーラム参加者、外部有識者からコメントを
いただき、意見交換を行った。

日本社会の変革に向けた
経済同友会のミッション

経済同友会には、さまざまな意見を政治の世界に直接伝
えてほしい。小選挙区制になって政治家の資質が変わり、
経済界への関心や情報が薄い政治家も多い。この夏季セミ
ナーで出たような意見を直接、政治家に伝える場を作り、
対話や意見交換を行い、「政治家教育」をしていただきたい。

一方で、提言は行儀が良く、当たり前の内容を書いてい
る気もする。多数の意見を集約するとそうなってしまうの
かもしれないが、内容も含め、全体の合意事項だけではな
く、違う意見や極論があってもいいのではないか。　

文書にまとめるだけでなく、提言を実現することも必要
だ。コロナ禍で政府の危機管理や運用がうまくいかず、リー
ダーシップの劣化が進んでいる中、経済同友会からの働き
掛けをしてもらいたい。

コロナ禍で厳しい状況においても、今の日本は緊張感が
なく、空回りしている。民も官も能力がないわけでなく、
緊張感が失われている原因は、長きにわたるゼロ金利、低
金利で物価が上がらないことにある。金利が上がらないの
で改革をする必要がないという雰囲気がある。

経済同友会は世の中を引っ張る提言を行っているが、ど
こか遠い話のようで、マルチステークホルダーと掲げる中
には、一般の消費者や懸命に働く人々は含まれないのだと
感じていた。しかし、中小企業の従業員を対象とするワク
チン職域接種への協力を聞き、身近に感じるとともに、「行
動する経済同友会」への変化を実感した。

コロナ禍で格差の拡大や中間層の崩壊などが加速してい
る。そうした層を支えるには、新たな知識や技術を身に付
け、新しい職に就くことが欠かせない。各社の社員教育の
枠組みを活用し、政府とも連携をしながら中小企業や非正
規雇用、フリーランス、失業者といったさまざまな方に研
修機会を提供できないか。若い世代に困窮する人が増えて
いる中で、生活や働き方、教育費など、企業や経済界にで
きる支援はないか。目線を低くして、行動につながる提言
を行ってほしい。

経済同友会には、低金利の罠
わな

に陥っている現状を打開す
る変革を経営者の視点で発信してもらいたい。金利が低い
からこそ経営が維持できている企業や、物価が上がると経
営が苦しくなる企業もある。しかし、金利や物価の上昇を
忌避するのではなく、上昇しても大丈夫な経営体質・財政
構造への変革を進めることが重要だ。今回のコロナ禍で財
政への過度な依存が進んでしまったが、収束後に民間企業
が活力を発揮できる環境を整えるために、財政依存からの
脱却に向けた発信をお願いしたい。

政治との対話を重ね、
政治家教育を行う

過度な財政依存からの
脱却を促してほしい

目線を低くして、
経済界ができる支援の発信を

芹川 洋一 
アドバイザリー・グループ.メンバー
日本経済新聞社.論説フェロー

土居 丈朗 
アドバイザリー・グループ.メンバー
慶應義塾大学.教授

今井 純子 
アドバイザリー・グループ.メンバー
日本放送協会.解説委員

コメントコメント

コメントコメント

コメントコメント
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未来選択会議の取り組み自体は素晴らしい。だが、オー
プン・フォーラムに参加した際、その場で対等に対話し、
熟議をするといった姿勢があまり感じられなかった。若者
の「お飾り参画」になっていないか。若者を巻き込むのであ
れば、対等な立場で対話をするということを重視すべきで
はないか。

社会課題に立ち向かうソーシャルベンチャーが増えてお
り、それらは新しい企業の姿を志向している。そうした企
業に投資する投資家や社会起業家なども多く存在する。経
済同友会の提言、政策形成過程において巻き込んでいくの
がよい。また、各政策委員会などでさまざまな有識者を招
いて、議論されていると思うが、その内容などを積極的に
公表してほしい。開かれたシンクタンクとしての役割も求
められていると思う。

校則を題材に、身の回りのルールを疑い、周囲との対話
を通じて納得解を生み出していく力を育むプログラムを行っ
ている。現在、校則の見直しが広がっているが、髪型など、
なぜいまだに残っているのかという校則がある。現場の教
師からは、社会に出た際に恥ずかしくないように、就職す
る際に不利にならないように、との声もある。校則の議論
一つにしても、学校でどんな子どもを育てるのかは、学校
の責任だけではない。社会全体でどういった子どもを育て
ていくのかということとつながっている。

どういう人に会社に来てほしいのか、どういう活躍を期
待しているのかなどを、経済同友会や経済界から発信して
ほしい。この危機の時代に、古い慣習や文化、既存の組織
文化に従順な子どもを育てるのか、自分で将来を切り拓い
ていける子どもを育てるのか。あらためて経済界から声を
上げてほしい。

若者の参画には、対等な立場での
対話や議論をすることが重要

経済同友会・経済界が求める
人材像を示せ

栗本 拓幸 
日本若者協議会.「学校内民主主義を考える検討会議」座長代理.
Liquitous.代表取締役CEO

古野 香織 
認定NPO法人カタリバ.
みんなのルールメイキングプロジェクト事務局

コメントコメント コメントコメント

発達心理学者ロジャー・ハートは、若者や子どもがその
場にいるだけだったり、大人の意見を代弁する役割を割り
振られているのは「非参画」「お飾り参画」に過ぎないと批
判した。子どもが意思決定に参加することや、子ども主導
の活動に大人を巻き込んでこそ、本来の「子ども参画」であ
る。未来選択会議などの取り組みは素晴らしいと思う一方
で、非参画の状態になっていないだろうか。若者が主体と
なった分科会などを作り、経済同友会がその活動をサポー
トするような場を作ってもいいのではないか。

ヨーロッパでは子どもや若者が社会問題にデモなどの形
でコミットすることが奨励されているが、日本でそれをす
ると就職活動で不利になってしまう。社会課題に取り組む
若者は、自分で課題を発見し取り組む主体性がある。そう
した人材が出てくることを推奨する活動を行ってほしい。

前回の未来選択会議オープン・フォーラム参加に際して、
時間の都合もあったと思うが、若者の意見が十分聞かれて
いないと感じた。「偉い方」の発表の場なのかなという印象
を受け、自分たちがなぜ呼ばれたのか疑問が残った。また、
参加したことを知った学校のクラスメートもいたが、経済
同友会のことは誰も知らなかった。今の若者はテレビや新
聞を見ないため、触れる機会が少ないのだと感じた。

私の周りにも、社会のために何かをしたいが、何をした
らいいか分からない人は多い。企業が抱える課題を発信し
ていただければ、一緒に考えることができる。日本若者協
議会で、小中学生と社会課題について考え、提言する「子ど
も国会」を実施した際、みんなチャットやオンラインで議論
することが当たり前になっていた。気軽にオンラインで交
流したり議論する機会をつくっていただきたい。

お飾りではなく、若者が
意思決定に参画できる体制を望む

若者が一緒に考える機会や
交流・議論する場の提供を期待

室橋 祐貴 
日本若者協議会
代表理事

宇惠野 珠美 
中央大学法学部政治学科１年
日本若者協議会.事務局

コメントコメント コメントコメント
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マルチステークホルダーとの対話は、
経済同友会の役割

委員会の提言活動の上でも、未来選
択会議でさまざまな意見を聞いて検討
することが必要だ。未来選択会議での
議論を通じ、若い世代の政治参画に向
けた教育の必要性を再認識した。マル
チステークホルダーの対話は、経済同
友会が果たすべき役割だと感じている。

　　　　　　　　【石村.和彦】

あらゆる組織が、若い世代を巻き込む
具体的なアクションを

未来を選択できる若い世代が非常に
重要だ。経済同友会は未来選択会議を
始めたが、議論を通じて、大いに学ば
せてもらっている。若い世代を巻き込
む努力や具体的なアクションを、あら
ゆる企業や団体、組織が進めるべきだ。

　　　【玉塚.元一】

自由な服装での就職活動が本来の姿

若者に何を求めているかという問い
について、企業から発信しているメッ
セージの象徴的なものは、就職活動で
のリクルートスーツだろう。自分の着
たい自由な服装で就職活動をするのが
本来の姿であり、これは企業が自ら、す
ぐに変えられることだ。　【田代.桂子】

企業が若者のフレームワークに
寄り添う姿勢が必要

国際バカロレア教育を正当に評価す
る日本の大学は少ない。大企業の採用
基準が教育内容や活動実績ではなく、

大学名重視のためだ。企業が求める人
材像をきちんと発信していくべきだ。
既存のフレームワークに若者の意見を
取り入れるのではなく、若者に企業が
寄り添う姿勢が必要である。 【日色.保】

経済同友会自体が、社会に対し
「お飾り参画」になっていないか

経済同友会は明確な決断と結果への
コミットが不明確だ。提言を出すだけ
で実現していない現状は、社会に対し
てわれわれが「お飾り参画」にとどまっ
ているとも言える。そもそも若者の声
を聞いて何をしたいのかが不明確なの
ではないか。アジェンダが多過ぎると
いう現実もあり、特定のトピックを突
き詰めていった方が、より存在意義が
出せるのではないか。　　【南.壮一郎】

若者の考えを吸い上げる仕組みが必要

経営者として教育現場へのメッセー
ジは発信してきたが、若者の声を聞き、
活動に反映してきたかについては、検
証する必要がある。経済同友会として
若者の考えを吸い上げる仕組みを整え、
実現していく仕掛けが必要だ。

　　　　　　　　　　【林.礼子】

世代の違いに応じた対応を

自ら声を上げ校則を変えていく経験
は重要だが、社会人として社会で共生
していく上でTPOをわきまえることも
必要な経験である。社内で働くことに
関する意識調査を実施したところ、世

代間の意識ギャップが顕著であり、世
代に応じた対応が必要だと感じる。

　　　　　　　　　【伊達.美和子】

聞き手の目的意識と学ぶ姿勢が重要

世代間ギャップが広がっているので、
違う世代の話を聞く際には、聞き手が
目的意識を持ち、学ぶ姿勢が欠かせな
い。そして、意見はストレートに受け
止め実行し、結果を共有する。双方向
で検証するサイクルを作っていく必要
がある。　　　　　　　　【竹増.貞信】

熱意を持って議論を進める

本日いただいた耳の痛い話を含めて、
経済同友会の今後の議論に取り込んで
いきたい。すぐに実現できるものもあ
れば、結果や答えがすぐに出せないも
のもある。ただ、われわれがそれをしっ
かり受け止め経営や経済同友会の活動
に活かすことが重要で、引き続き熱意を
持ってより良い社会へ向けた議論を進
めていく。　　　　　　　　【市川.晃】

危機感を若者と大人が共有する必要
それが日本を変える

本日の議論では大変勇気づけられ、
かつ反省もした。日本を変えてきたの
は危機であり、危機になると若い世代
からリーダーが登場し、変革を牽

けん

引し
てきた。このままでは日本が駄目にな
るという危機感を、若者とわれわれが
共有していけるとよい。　【櫻田.謙悟】

会場との意見交換（抜粋要旨）

意見交換
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櫻田 謙悟
SOMPOホールディングス
グループCEO 取締役
代表執行役社長

市川 晃
経済同友会の機構改革委員会 
委員長
住友林業 取締役会長

秋池 玲子
国家ガバナンスPT 委員長
ボストン コンサルティング 
グループ 日本共同代表

石村 和彦
未来選択会議 世話人／
防災・震災復興委員会 委員長
AGC 元・取締役会長

秋田 正紀
スポーツとアートの
産業化委員会 委員長
松屋 取締役社長執行役員

遠藤 信博
教育改革委員会 委員長
日本電気 取締役会長

小柴 満信
国際交流委員会 委員長
JSR 名誉会長

峰岸 真澄
成長戦略評価・実行委員会 委員長
リクルートホールディングス
取締役会長 兼 取締役会議長

栗原 美津枝
環境・エネルギー委員会 
委員長
価値総合研究所 取締役会長

新浪 剛史
新しい経済社会委員会／東京オリンピック・
パラリンピック2020委員会 委員長
サントリーホールディングス 取締役社長

間下 直晃
規制・競争政策委員会 委員長
ブイキューブ
取締役社長CEO

山下 良則
地方創生委員会 委員長
リコー 
取締役社長執行役員CEO

新芝 宏之
未来選択会議 世話人
岡三証券グループ
取締役社長

玉塚 元一
未来選択会議 世話人
ロッテホールディングス 
取締役社長

熊谷 亮丸
経済情勢調査会 委員長
大和総研 副理事長 
兼 専務取締役

神津 多可思
経済研究所 所長／経済財
政推計研究会 委員長
日本証券アナリスト協会 専務理事

寺田 航平
データ戦略・デジタル社
会委員会 委員長
寺田倉庫 取締役社長CEO

伊達 美和子
観光再生戦略委員会
委員長
森トラスト 取締役社長

山口 栄一
スポーツとアートの産業
化委員会 委員長
アートパワーズジャパン 代表理事

山口 明夫
企業経営委員会 委員長
日本アイ・ビー・エム 
取締役社長執行役員

竹増 貞信
財政・税制委員会 委員長
ローソン 取締役社長

林 礼子
学校と経営者の交流活動
推進委員会 委員長
BofA証券 取締役 副社長

南 壮一郎
日本の明日を考える研究
会 委員長
ビジョナル 取締役社長

林 信秀
アジアPT 委員長
みずほ銀行 常任顧問

平子 裕志
アジアPT 委員長代理
全日本空輸 取締役社長

和賀 昌之
中国PT 委員長
三菱ケミカル 取締役社長

岩井 睦雄
アフリカPT 委員長
日本たばこ産業
取締役副会長

梶川 融
財務委員会 委員長
太陽有限責任監査法人
代表社員 会長

髙島 宏平
※1／※2／※3 委員長
オイシックス・ラ・大地
取締役社長

※1  広報戦略検討委員会
※2  ソーシャル・データ・リサーチ（仮称）
　    設立検討委員会
※3  東京オリンピック・パラリンピック
  　  2020委員会

日色 保
社会保障委員会 委員長
日本マクドナルドホールディングス 
取締役社長兼CEO

鈴木 純
政治・行政委員会 委員長
帝人 
取締役社長執行役員CEO

田代 桂子
働き方改革委員会 委員長
大和証券グループ本社
取締役 兼 執行役副社長

東 和浩
地方創生委員会 委員長
りそなホールディングス 
取締役会長

岡野 貞彦
事務局長

菅原 晶子

大田 弘子
政策研究大学院大学
特別教授

小林 慶一郎
アドバイザリー・グループ メンバー
慶應義塾大学経済学部 教授
東京財団政策研究所 研究主幹

佐藤 主光
一橋大学大学院
経済学研究科 教授

今井 純子
アドバイザリー・グループ メンバー
日本放送協会 解説委員

芹川 洋一
アドバイザリー・グループ メンバー
日本経済新聞社 論説フェロー

土居 丈朗
アドバイザリー・グループ メンバー
慶應義塾大学 教授

室橋 祐貴
日本若者協議会
代表理事

栗本 拓幸
日本若者協議会 「学校内民主主
義を考える検討会議」座長代理
Liquitous 代表取締役CEO

宇惠野 珠美
中央大学法学部
政治学科 １年
日本若者協議会 事務局

古野 香織
認定NPO法人カタリバ
みんなのルールメイキング
プロジェクト事務局

代表幹事

副代表幹事

常務理事

登壇者（ゲスト）

政策委員会委員長等
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